
ヒ
ロ
シ
マ
・
ナ
ガ
サ
キ
に
落
と
さ
れ
た

原
爆
は
、
核
兵
器
の
非
人
道
性
を
明
ら
か

に
し
、
「
核
と
人
類
は
共
存
で
き
な
い
」

こ
と
を
全
世
界
に
知
ら
し
め
ま
し
た
。

し
か
し
、
そ
の
教
訓
は
未
だ
生
か
さ
れ

ず
、
核
保
有
国
は
９
カ
国
（
安
保
理
常
任

理
事
国
５
カ
国
と
イ
ン
ド
、
パ
キ
ス
タ
ン
、

イ
ス
ラ
エ
ル
、
朝
鮮
）
で
、
そ
の
核
弾
頭

数
は
１
万
３
０
０
０
発
以
上
で
す
。
核
保

有
国
の
論
理
に
は
核
兵
器
を
抑
止
力
と
し

た
悪
し
き
安
全
保
障
政
策
が
根
底
に
あ
る

か
ら
で
す
。

一
方
、
世
界
の
流
れ
は
、
核
兵
器
削
減
・

核
兵
器
禁
止
へ
と
動
き
が
徐
々
に
広
が
っ

て
い
ま
す
。
４
年
前
に
国
連
で
採
択
さ
れ

た
核
兵
器
禁
止
条
約
は
、
今
年
１
月
22

日

に
発
効
し
ま
し
た
。
条
約
批
准
国
と
地
域

は
55

、
条
約
参
加
の
署
名
は
86

カ
国
と
な

り
ま
し
た
。

し
か
し
核
保
有
国
や
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国

は
核
兵
器
禁
止
条
約
に
背
を
向
け
、
驚
く

べ
き
こ
と
に
被
爆
国
日
本
が
条
約
に
署
名

も
批
准
も
し
て
い
な
い
こ
と
で
す
。

日
本
政
府
は
、
そ
の
理
由
を
日
米
安
保

条
約
の
も
と
、
米
国
の
核
抑
止
力
に
依
存

し
て
い
る
か
ら
だ
と
公
言
し
ま
す
。
改
め

て
、
日
本
政
府
に
核
軍
縮
、
核
不
拡
散
防

止
条
約
（
Ｎ
Ｐ
Ｔ
）
再
検
討
会
議
の
動
き

の
加
速
化
、
さ
ら
に
核
兵
器
禁
止
条
約
を

批
准
す
る
よ
う
に
求
め
ま
し
ょ
う
。

ま
た
、
核
兵
器
の
み
な
ら
ず
、
原
子
力

に
依
存
し
た
政
府
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
も

続
き
ま
す
。
１
９
８
６
年
４
月
の
チ
ェ
ル

ノ
ブ
イ
リ
原
発
事
故
、
そ
し
て
、
２
０
１

１
年
３
月
の
東
電
福
島
第
一
原
発
大
事
故

は
、
原
発
の
危
険
性
を
重
ね
て
浮
彫
り
に

し
ま
し
た
。

フ
ク
シ
マ
事
故
は
山
河
を
放
射
能
で
汚

染
し
、
多
く
の
犠
牲
者
、
避
難
者
を
生
み
、

未
だ
そ
の
被
害
は
回
復
さ
れ
ず
、
政
府
・

東
電
は
原
発
事
故
の
責
任
を
一
切
と
り
ま

せ
ん
。
さ
ら
に
政
府
は
、
今
年
４
月
に
ト

リ
チ
ウ
ム
を
含
ん
だ
１
３
５
万
ト
ン
の
放

射
能
汚
染
水
を
２
０
２
２
年
ま
で
に
海
洋

放
出
を
決
め
ま
し
た
。
加
え
て
政
府
の
２

０
３
０
年
度
の
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
で
は
、

原
発
依
存
度
を
20
～
22

％
程
度
と
し
、
40

年
超
の
老
朽
原
発
の
再
稼
働
、
小
型
原
発

の
新
規
開
発
を
も
進
め
て
い
ま
す
。

ヒ
ロ
シ
マ
、
ナ
ガ
サ
キ
、
フ
ク
シ
マ
の

教
訓
は
政
治
に
生
か
さ
れ
ず
、
国
や
自
治

体
に
対
し
て
全
国
で
様
々
な
裁
判
が
続
い

て
い
ま
す
。

７
月
14
日
に
は
広
島
高
裁
で
「
黒
い
雨
」

訴
訟
の
原
告
84

人
全
員
の
被
爆
が
認
め
ら

れ
、
菅
首
相
は
被
爆
者
援
護
の
不
十
分
性

を
表
明
し
上
告
を
断
念
し
ま
し
た
。

核
廃
絶
、
核
被
害
者
に
背
を
向
け
る
菅
・

自
公
政
権
を
打
ち
倒
し
ま
し
ょ
う
。
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76
年
前
の
夏
の
暑
い
日
、
水
を
求
め
、
焼
け
た
だ
れ
た
子
ど
も
を
抱
き
抱
え
て
さ
ま

よ
う
人
々
。
ヒ
ロ
シ
マ
・
ナ
ガ
サ
キ
の
原
爆
投
下
か
ら
76
年
経
っ
た
今
も
、
被
爆
者

の
苦
し
み
は
続
き
ま
す
。
ま
た
、
２
０
１
１
年
の
福
島
原
発
過
酷
事
故
に
よ
る
避
難

者
、
被
害
者
の
苦
悩
は
続
い
て
い
ま
す
。

世
界
か
ら
核
を
廃
絶
す
る
先
頭
に
立
つ
日
本
の
政
権
交
代
を
め
ざ
し
ま
し
ょ
う
。

核廃絶に背を向ける自公政権被爆76年

世
界
９
カ
国
で

核
弾
頭
１
万
３
千
発

加
速
す
る
核
廃
絶
、

核
兵
器
禁
止
条
約

２
０
３
０
年

原
発
電
力
は

20
～
22
％
も
依
存

核
廃
絶
に
背
を
向
け
る

自
公
政
権
を
倒
そ
う
！



■
最
低
８
０
０
円
以
上
か
ら

今
年
度
の
最
低
賃
金
を
め
ぐ
り
、

大
幅
引
き
上
げ
を
求
め
る
労
働
者

側
に
対
し
て
、
経
営
者
側
（
特
に

日
本
商
工
会
議
所
な
ど
中
小
企
業

団
体
）
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

の
感
染
拡
大
に
よ
る
経
済
悪
化
を

理
由
に
現
状
維
持
で
対
立
し
ま
し

た
が
、
「
全
国
加
重
平
均
１
０
０

０
円
」
を
目
指
す
政
府
方
針
を
踏

ま
え
、
引
き
上
げ
る
方
向
で
決
着

し
ま
し
た
。

小
委
員
会
が
ま
と
め
た
目
安
通

り
に
引
き
上
げ
た
場
合
、
こ
れ
ま

で
あ
っ
た
７
０
０
円
台
の
県
が
な

く
な
り
、
全
都
道
府
県
で
８
０
０

円
以
上
と
な
り
ま
す
。
委
員
会
後

の
審
議
会
で
最
終
決
定
し
、
厚
労

相
に
答
申
し
ま
し
た
。

■
次
は
各
都
道
府
県
で
審
議

答
申
を
参
考
に
、
各
都
道
府
県

ご
と
の
審
議
会
で
引
き
上
げ
額
が

決
定
さ
れ
、
10
月
か
ら
全
国
で
新

た
な
最
低
賃
金
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

 
最
低
賃
金
は
、
従
来
は
全
都
道

府
県
を
物
価
や
経
済
状
況
に
応
じ

て
Ａ
～
Ｄ
ラ
ン
ク
に
分
け
て
き
ま

し
た
が
、
今
回
は
小
委
員
会
で
全

て
の
ラ
ン
ク
を
28
円
と
し
、
ラ
ン

ク
を
設
け
ま
せ
ん
で
し
た
。

■
最
賃
は
全
労
働
者
の
課
題

現
在
の
最
高
額
は
東
京
で
は
１

０
１
３
円
、
最
低
額
の
秋
田
県
や

高
知
県
に
比
べ
、
２
２
１
円
の
差

が
あ
り
ま
す
。

多
く
の
労
働
者
は
最
低
賃
金
は

１
５
０
０
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ

は
、
全
て
の
労
働
者
の
賃
金
の
改

善
に
大
き
な
影
響
を
与
え
ま
す
の

で
皆
の
課
題
で
す
。

中
小
企
業
が
賃
金
が
保
証
で
き

る
よ
う
に
大
手
大
企
業
の
下
請
い

じ
め
防
止
や

支
援
策
も
確

実
に
行
わ
せ

る
こ
と
が
必

要
で
す
。

『 週 刊 新 社 会 』 号 外
(1988年１月18日第三種郵便物認可)

2021年８月

新社会党機関紙「新社会」を読みませんか

月４回発行・タブロイド判・月額700円・送料１６８円
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中
央
最
低
賃
金
審
議
会
の
小
委
員
会
は
７
月
14
日
、
２
０
２
１
年

度
の
地
域
別
最
低
賃
金
の
改
定
で
、
全
国
平
均
の
時
給
を
28
円
引
き

上
げ
９
３
０
円
と
す
る
目
安
を
発
表
し
ま
し
た
。
今
回
、
多
少
上
積

み
さ
れ
た
も
の
の
、
人
間
ら
し
く
生
活
す
る
賃
金
に
は
ほ
ど
遠
い
も

の
で
す
。
少
な
く
と
も
時
給
１
５
０
０
円
は
必
要
で
す
。

中央最低賃金審議会の答申

最低賃金 ちょっぴり上がるが家計は 火の車

最
低
賃
金
額
よ
り
低
い
賃
金
で
契
約
は
無
効

仮
に
最
低
賃
金
額
よ
り
低
い
賃
金
を
労
働
者
、
使
用
者
双
方
の
合
意
の
上
で
定
め

て
も
、
そ
れ
は
法
律
に
よ
っ
て
無
効
と
さ
れ
、
最
低
賃
金
額
と
同
様
の
定
め
を
し

た
も
の
と
み
な
さ
れ
ま
す
。

最
低
賃
金
以
下
の
支
払
い
は
罰
金
50
万
円

使
用
者
が
労
働
者
に
最
低
賃
金
未
満
の
賃
金
し
か
支
払
っ
て
い
な
い
場
合
に
は
、

使
用
者
は
労
働
者
に
対
し
て
そ
の
差
額
を
支
払
わ
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

地
域
別
最
低
賃
金
額
以
上
の
賃
金
額
を
支
払
わ
な
い
場
合
に
は
、
最
低
賃
金
法

に
罰
則
（50
万
円
以
下
の
罰
金
）
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

（
厚
生
労
働
省
）

ま
た
、
安
い
時
間
給
で
泣
か
せ
る
の
で
す
か
？

”

„

長野
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